
目　　次

はじめに

１．タイヤ需要の推移

２．流通チャネルの変遷

３．タイヤメーカーと流通企業間の企業間関係

４．タイヤメーカーの原料ゴム調達と企業間関

係

５．垂直統合の展開：販売と原料生産の垂直統

合と限界

参考文献

はじめに

本稿の目的はアメリカタイヤ産業の事例を

取り上げ、企業間関係という切口から個別産業

の発展過程を描き出すことによって、産業史分

析及びその国際比較への示唆点を得ることであ

る。

産業発展の歴史は、その産業に直接、間接に

携わる企業間の関係の歴史でもある。その産業

に参入してきた企業が販売をめぐって流通企業

と結ぶ関係、生産活動に必要な原材料、部品、

部分品の調達をめぐってその供給企業と結ぶ関

係、参入している同業企業間の関係など、諸企

業が編み出す企業間関係が産業の成長と衰退の

プロセスを表わす。したがって、産業発展の歴

史を分析する有力な分析視点の一つとして、企

業間関係に着目する意義がある。

アメリカタイヤ産業は、20 世紀のリーディ

ング産業の一つであった自動車産業の発展にけ

ん引されながら、一時期、個別の自動車部品産

業としては最大規模に成長した産業である。米

タイヤ産業の成長の中で、全米企業の中で最上

位を占める大手タイヤメーカーも続出した。例

えば、1948 年、資産額基準で、グッドイヤー

が全米 32 位、US ラバーが 37 位、ファイストー

ンが 39 位、グッドリッジが 62 位の座を占め

ていた。従業員数基準でも、57 年、全米産業

企業のうち、グッドイヤーが 11 位、ファイア

ストーンが 16位であり、77年にもグッドイヤー

が 10 位、ファイアストーンが 18 位という高い

順位であった 1。20 年代のアメリカにおける

ウェルフェア・キャピタリズムの流れの中で、

グッドイヤーは従業員への福利厚生制度を導入

した先進的な大企業の一つでもある。

米タイヤ産業は労働集約的なイメージが強

いものの、実は極めて資本集約的な産業である。

特に、製造コストを下げるための新しい機械の

導入が一層の機械化を促す循環が産業の立上げ

の十数年間続き、1910 年代、米タイヤ産業は

全米製造業の中で資本係数が 2 番目に高かっ

た。こうした積極的な設備の導入と稼働の上で、

“コアタイヤ形成機械”をめぐるイノベーショ

ンが生み出され、生産性の向上が著しく、09
年から 25 年の間に、労働生産性の上昇率がア

メリカ全産業の中で最も高かった 2。さらに、

後発ながら、この時期、米タイヤ企業の生産性

はヨーロッパのタイヤ企業を抜いていった。例

えば、20 年代半ば、イギリスとドイツのタイ

ヤ産業の労働生産性は、米企業のそれの 40%
にすぎなかった。また、1930 年に米タイヤ産

業の主な生産拠点のアクロンで工場の一人当た

り年間タイヤ生産が 799 個であったのに対し

て、イギリスのタイヤ工場は平均 259 個にとど
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まった 3。その結果、10 年代より、米タイヤ産

業はイギリスなどヨーロッパを抜いて世界トッ

プの競争力を獲得し、世界タイヤ産業の成長期

にアメリカ企業が同産業を支配することができ

た。グッドイヤーは早くも 1916 年に世界トッ

プのタイヤメーカーになった 4。

なお、企業間関係という切口からみれば、タ

イヤ産業は極めて特徴的な点がある。需要者の

特性、購入時点などを基準に異なる二つのタイ

プの製品が存在することである。すなわち、タ

イヤは大きく分けて、新車に搭載される OE
（Original Equipment、以下 OE と略する）タイ

ヤと、故障や消耗に伴って交換する RE
（Replacement、以下 RE と略する）タイヤがある。

OE タイヤは部品であるため、中間財の一種で

あり、その需要家は主に自動車メーカーという

企業である。それに対して、RE タイヤは非耐

久消費財であり、需要者は主に個人 5 である。

それゆえ、OE タイヤ市場ではタイヤメーカー

と自動車メーカー間の企業間関係が、RE タイ

ヤ市場では、一般消費者に販売されるまでの、

タイヤメーカーと流通業者間の企業間関係がそ

れぞれ重要である。同じ産業内で、メーカー間

の取引が重要な市場と、メーカーと流通業者間

の取引が重要な市場が共存するのである。

第 1 章で明らかになるように、規模面では、

RE タイヤ市場が OE タイヤのそれより大きい。

というのも、OE タイヤは新車のみに搭載され

るため、新車一台ごとに 1 回限りの需要が生ま

れるのに対して、タイヤの消耗や故障は頻繁に

起こるため、RE タイヤの需要は 1 台の自動車

で何回も発生するからである。それゆえ、規模

面では RE タイヤ市場がより重要である。そこ

で、本稿では、RE タイヤ市場における企業間

関係を中心に分析を進める 6。

タイヤ産業が製造業である以上、ものをつく

る製造過程や製造能力が重要であることは断る

までもないが、OE タイヤに比べ、RE タイヤ

は個人を主な顧客にするだけに、流通過程、販

売能力が極めて重要である。それゆえ、本稿で

は、RE タイヤの販売と流通にフォーカスを当

てて企業間関係を分析する。

タイヤメーカーにとって RE タイヤ事業で流

通、販売が重要であったため、流通機能をメー

カー自らが垂直統合（前方統合）する例も少な

くなかった。さらに、製造面においてゴムなど

原料の重要性が高かった上、原料の市況や需給

バランスの変動が激しかったため、その原料の

栽培・生産をタイヤメーカー自ら行う垂直統合

（後方統合）の例もあった。そこで、本稿では、

製品販売と原料調達の垂直統合についても分析

を加える。

アメリカタイヤ産業の歴史については、少な

くない研究蓄積が存在する 7。例えば、同産業

を概観する研究の他、労働、製品イノベーショ

ン、企業組織、産業組織、政府の介入などに焦

点を定めて分析する研究が存在する。しかしな

がら、本稿のような企業間関係と垂直統合を切

口に同産業の発展過程を分析する先行研究は見

当たらない。この点に本稿の分析の意義を見出

すことができよう。

本稿は次のように構成される。まず第 1章で、

戦前期アメリカの RE タイヤ需要の推移を概観

し、第 2 章では、その市場で、タイヤメーカー

から消費者までにどのようなルートで販売が行

われたていたかを検討する。第 3 章では RE タ

イヤ市場における販売をめぐってどのような企

業間関係が展開されたかを分析し、第 4 章では、

タイヤメーカーが重要な原料であるゴムをどの

ように調達したか、その過程でどのような企業

間関係が表れたかを分析する。第 5 章では、タ

イヤの販売と原料調達をめぐる垂直統合の行動

について分析する。

他方、アメリカタイヤ産業はグッドイヤー、

ファイアストーン、グッドリチ、US ラバーの

4 社体制が早くから固まった寡占産業であった

が、寡占メーカー間の競争が激しく、なおかつ、

販売をめぐるタイヤメーカーと流通企業の競争

も激しかった。つまり、メーカー間だけでなく、

取引関係にあったメーカーと流通企業の間にも

競争が行われていた。また、米タイヤ産業の発

展過程における企業間競争は、協調などと複雑

に絡み合いながら、進んでいた。そこで、本稿

の続編の論文では、戦前の米タイヤ産業におけ

る企業間競争と協調について分析を加える。
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１．タイヤ需要の推移

1908 年にフォードの T 型乗用車が登場して

から、米自動車産業における大量生産時代の幕

が開いて、自動車産業の成長に強くけん引され

る形で自動車用タイヤ市場が急拡大しはじめ

た。さらに、1 次世界大戦による好況が加わり、

10 年代を通して急速なタイヤ需要増勢が続き、

10 年～ 30 年の 20 年間にタイヤ需要は 100 倍

以上も増加した 8。このようにタイヤ全体市場

が伸びる中で、総じて、RE タイヤの需要はタ

イヤ全体の約 7 割という高い構成比を占めた

（表 1）。
もう少し詳しく RE タイヤ需要の推移を見て

おこう。1910 年代に増勢を続けた RE タイヤ需

要は戦後不況の影響で 19 年と 20 年に需要が一

時不振に陥ったが、21 年に回復に転じ 22 年に

はさらに前年より 670 万個も増えて、2,870 万

個の需要を記録した。その後も 28 年まで RE
タイヤ需要は順調に伸び、同年に戦前期の米タ

表 1　米タイヤ需要で占める RE タイヤの比重（1914 ～ 40 年、100 万個、%）

年 RE タイヤ需要 （RE タイヤの比重） 米タイヤ全体需要

1914 6.0 73.2 8.2 
1916 10.8 63.9 16.9 
1918 20.5 83.7 24.5 
1920 20.6 71.0 29.0 
1921 22.0 77.7 28.3 
1922 28.7 70.2 40.9 
1923 28.6 63.0 45.4 
1924 34.4 67.7 50.8 
1925 40.1 68.2 58.8 
1926 40.0 66.6 60.1 
1927 47.9 75.3 63.6 
1928 53.6 71.0 75.5 
1929 46.2 65.8 70.2 
1930 38.3 70.1 54.6 
1931 37.5 76.4 49.1 
1932 32.9 82.3 40.0 
1933 33.7 75.9 44.4 
1934 31.9 67.9 47.0 
1935 30.1 59.5 50.6 
1936 31.4 57.7 54.4 
1937 29.9 55.9 53.5 
1938 30.6 72.3 42.3 
1939 37.6 65.8 57.1 
1940 35.6 60.1 59.2 

出所 : 1914-1921 年のデータは、Gaffey（1940）、54 ; French（1991）、37。1922-28 年のデータは、B.F.D.C.、
Rubber Division、 Circular 2865（1922-1929） ; Reynold（1938）、460。1929-40 年 の デ ー タ は、U.S. 
Department of Commerce、Survey of Current Business、May 19、1939、February 16-18 and 21、1941 ; Gettell
（1941）、114。
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イヤ需要のピークを迎えた。（表 1）

しかし、1920 年代末に、自動車産業の成熟

化が著しくなり、その影響でタイヤの需要増加

にも陰りが見えた。さらに、タイヤの品質向上

による耐久性の向上が需要増加を阻害する要因

になった。30 年代前半の大恐慌期には、深刻

な需要落ち込みに悩み、例えば、30 年から 32
年までのわずか 2 年の間に、RE タイヤ需要の

3 分の 1 が減少した。やや回復を見せた 33 年

にも 20 年代後半の需要水準を取り戻せず、35
年の RE タイヤ需要も 29 年のそれの約 6 割に

とどまった。36 年から 38 年までの RE タイヤ

需要は小幅の変動を続け、39 年に需要が一時

急増したが、この 39 年の RE タイヤ需要すら

29 年のそれの約 4 分の 3 に止まった。

つまり、戦前期アメリカの RE タイヤ需要は、

短期的な増減を繰り返す中で、総じて、1920
年代までの増勢と、30 年代の落ち込みで特徴

づけることができる。

２．流通チャネルの変遷

すでに述べたように、米タイヤ市場が拡大す

る中で、RE タイヤは OE タイヤより高い比重

を占めていた。それゆえ、タイヤメーカーにとっ

て、規模面で RE タイヤ市場が重要であったが、

この RE タイヤは消費財であるため、需要者数

が極めて多かった。したがって、タイヤメーカー

が直接自動車メーカーと取引する OE タイヤ市

場と違って、流通業者がタイヤメーカーと需要

者の間に介在した。自動車用タイヤ市場の立ち

上げの時期から 1920 年代半ばまで、RE タイヤ

の流通チャネルで、ディーラーと jobber など

中小卸業・小売業者が主なプレーヤであった。

タイヤメーカーからみれば、後述するように、

自ら手がけていた小売拠点（ブランチ・ハウス）

を除けば、主な販売ルートは中小小売業者経由

であった。20 年代半ばに 12,000 のタイヤ販売

ディーラーがあったとされ、例えば、26 年に

RE タイヤの小売販売の 9 割以上は独立の

ディーラー経由であった（表 2）。この時点ま

では、通信販売業者を経由する RE タイヤ流通

ルートは 1 割にも至らなかった。 
しかし、1920 年代末より、タイヤの販売が

行き詰まり、RE タイヤの流通チャネルが劇的

に変化した。大手流通企業や大手タイヤメー

カー自らがタイヤの小売事業に参入して、RE
タイヤ販売における影響力を高めた。具体的に、

この時期の RE タイヤ流通チャンネルにおいて

大きな三つの変化が表われたた。第 1 に、通販

業者のような大手流通業者がタイヤ小売りに参

入してその事業を伸ばした。第 2 に、通販業者

に追随するように、石油会社がタイヤ小売りに

参入した。第 3 に、タイヤメーカー自身がタイ

表 2　RE タイヤの流通チャネル（1926 年～ 37 年、%）

年 ディーラー 通信販売
タイヤメーカーの
小売ストアー

石油会社

1926 91.2 8.8 0.0 0.0
1927 90.5 9.5 0.0 0.0
1928 86.3 12.9 0.8 0.0
1929 76.2 18.3 4.4 1.1
1930 72.5 16.8 8.1 2.6
1931 70.5 14.0 10.3 5.2
1932 68.8 14.2 10.3 6.7
1933 65.9 14.7 11.0 8.4
1934 65.0 15.0 10.0 10.0
1937 53.0 19.0 11.0 17.0

出所 : U.S.National Recovery Administration（1935）, table2;French（1991）、63;Gaffey（1940）、57。
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ヤ小売りを垂直統合した。そのほか、タイヤ小

売の中で占める比重が低かったものの、ウェス

タ ン・ オ ー ト・ サ プ ラ イ（Western Auto 
Supply）、ペップ・ボーイズ（Pep Boys）9 など

自動車部品販売業者、ドラグショップなどもタ

イヤ小売り事業に入ってきた。

その結果、RE タイヤの小売りで大手流通主

体の重要性が高まった。表 3 によれば、29 年

と比較して 33 年にタイヤ小売業のチェーン数、

店舗数、売上高が共に減少する中で、チェーン

当りの売上高は急増している。35 年には、大

手通販業者と大手石油会社経由が RE 販売量の

36％を占めるようになった（表 2）。アメリカ

の RE タイヤ小売市場で大手流通業者の存在感

が高まったのである。

流通チャネルが大きく変化する中で、コンパ

ニー・ストアー、つまり、タイヤメーカーの垂

直統合も行われたが、これについては第 5 章で

詳細に検討することにして、ここでは、大手通

販業者の経路、そして、石油会社経由について

見ておこう。

大手通販企業は 1920 年代後半に都市地域を

中心にタイヤ小売事業に参入したが、その代表

格はシアーズ・ローバックやモンゴメリ・ワー

ドであった。これらの企業は営業マンを多くの

タイヤメーカーの工場に送り、同社のお店に直

接出荷させ、都市部でタイヤ小売りを拡大し、

33 年には 450 万ユニットのタイヤを販売した。

その後も順調に販売を伸ばし、37 年にはタイ

ヤ小売りの 2 割近くがこの大手通販企業経由の

ものになった（表 2）。
一方、石油会社は、28 年までタイヤ小売実

績がまったくなかったが、29 年より RE タイヤ

の小売りを開始し、34 年まで 65,000 店でタイ

ヤを取り扱い、33 年に 300 万個、34 年に 380
万個のタイヤを販売した。その結果、34 年、

石油会社経由が RE タイヤ販売総額に占める比

重は 10% に達し、37 年には 17% にまで上昇し

た（表 2）。特に、第 3 章で明らかになるように、

シアーズ・ローバックはタイヤ小売事業への参

入早々の 26 年より、グッドイヤー社と長期契

約を結んで、スペシャルブランドタイヤの取扱

量を増やしていた。他の通信販売会社や石油会

社も、大手タイヤメーカーにスペシャルブラン

ド、あるいはプライベートブランドを作らせて、

それを消費者に販売していた。従って、大手流

通業者経由の小売りが多くなったということ

は、RE タイヤ市場でスペシャルブランド、プ

ライベートブランド製品の構成比が高まったこ

とを意味するが、この製品は大手タイヤメー

カーと大手流通企業の間に長期相対取引される

ことが多かった。両者間に極めて組織性の強い取

引が行われたのである。

他方、消費者にとってみれば、それまでは、

ディーラーから RE タイヤを購入していたが、

購入ルートがより多様化した。すなわち、ディー

ラーから一般的なタイヤ製品を買えるだけでな

く、大手通販会社、石油会社、自動車部品販売

会社それぞれから出されたスペシャルブランド

あるいはプライベートブランドのタイヤを購入

する選択肢ができた。このようにタイヤ消費者

の購入先選択肢が増える中で、大手の流通主体

の重要性が高まったのに対して、ディーラー経

由のタイヤ購入の重要度は格段に下がった。例

えば、表 2 で確認できるように、ディーラー経

由は 26 年の約 91% の構成比から 37 年に 53%
にまで低下した 10。消費者は、中小ディーラー

より大手流通業者を多く選ぶようになったので

ある。

こうした RE タイヤの流通チャネルのドラス

ティックな変化の背景にはいくつかの理由が絡

んでいた 11。まず、1920 年代後半から自動車

表 3　タイヤ販売のチェーン数、店舗数、売上高（1929 年、33 年）

チェーン数 店舗数 売上高（千ドル） チェーン当りの売上高

1929 年 67 1,137 58,381 871.4
1933 年 16 744 23,776 1486.0

出所 : Statistics Section of National Recovery Administration（1936）、15。
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産業の成熟化が著しくなり、その影響でタイヤ

の需要増加に陰りが見えたことがあげられる。

需要が行き詰まる中で、特色を出せるプライ

ベートブランド、あるいはスペシャルブランド

のタイヤが需要家にアピールする度合いが強

まった。それゆえ、スペシャルブランド製品を

販売する大手流通業者が小売市場ではるかに有

利な立場になった。20 年代までの全般的なタ

イヤの品質向上で各社製品の品質水準が近似化

したことも、需要者のスペシャルブランドの選

好を促進した。

また、大手タイヤメーカーにとって、激しさ

を増していたタイヤの価格競争で生き残るため

には、規模の利益を享受できる大手流通業者を

活用することが有利であるという認識が高まっ

た。それに、1920 年代後半当時、「チェーン」

の発想が通信販売業者にアピールされ、その発

想が自動車部品や部分品の販売にもかなりの程

度浸透していた。通信販売業者のチェーンスト

ア方式がタイヤの小売市場にも受け入れられや

すい下敷きができていたのである。 
こうして、1930 年代に、アメリカのタイヤ

市場で図 1 のような流通チャネルが定着した。

まず、タイヤメーカーは自社所有ブランチ・ハ

ウス経由で小売業者に卸すか、他の卸売業者に

卸しており、前者のブランチ・ハウスはディー

ラに販売するか、タイヤメーカー自身の小売店

に 販 売 し た。 卸 売 段 階 で は、jobber と 
warehouse が加わり、彼らは、タイヤメーカー

と契約しているディーラーに販売するだけでな

く、jobber は独立のディーラーにも、warehouse
ディーラーは直接消費者にもそれぞれ販売して

いた。また、チェーンストアも小売業者に販売し、

この小売業者が一般消費者に販売を行った。

なお、タイヤメーカーと契約を結んでいた

ディーラーはブランチ・ハウス、jobber、 
warehouse から RE タイヤを卸して、消費者に

販売するかサブディーラーに販売した。また、

サブディーラーはタイヤメーカーの販売店か、

ディーラーから卸して消費者に販売を行ってい

た。

図 1　アメリカのタイヤ流通経路図（1934 年）

出所 : Leigh（1936）、202。
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３．タイヤメーカーと流通企業間の企業間関係

戦前のアメリカ RE タイヤ市場では、メー

カーと流通業者の間に、販売をめぐって市場的

な関係と組織的な関係の両方が存在していた。

そこで、この時期の RE 販売をめぐる企業間関

係を組織性の強い関係と市場性の強い関係に分

けてみておこう。

（1）組織性の強い関係
①�大手タイヤメーカーと大手流通企業の相対取

引関係

第 2 章でみたように、1920 年代後半から 30
年代にかけて通信販売のチェーンストアと石油

会社が流通チャネルの中での重要度を高めた

が、30 年代に、これら大手流通業者は自社の

プライベートブランドを特定のタイヤメーカー

に作らせていた。つまり、特定大手タイヤメーカー

と特定大手流通業者間に相対取引関係が結ばれて

いた。

まず、通信販売の上位企業であるシアーズ・

ローバックやモンゴメリ・ワード、そして、ス

タンダード・オイルなど石油会社系のタイヤ販

売会社は、そのプライベートブランド製品を、

大手タイヤ 4 社のうちファイアストーンを除く

3 社だけに絞って製造してもらった 12。具体的

に、シアーズ・ローバックのプライベートブラ

ンドである「オールステート」はグッドイヤー

が、モンゴメリ・ワードのプライベートブラン

ドの「リバーサイド」は US ラバーが、スタン

ダード・オイルのプライベートブランドの「ア

トラス」（アトラス・サプライが販売）は US
ラバーとグッドリチの 2 社が専属的に製造して

いた 13。また、US ラバーとグッドリチは、他

の石油会社の子会社であるコロニアル・ビーコ

ン、自動車部品販売のウェスターン・アート・

サプライや Gamble Skogmo 等との間にもプラ

イベート・ブランドタイヤを生産する契約を結

び 14、長い期間、その関係を続けた。

もちろん、中小タイヤメーカーの中にも、流

通企業のスペシャルブランドの製造を試みた企

業があった。例えば、当初、シアーズ・ローバッ

クは、同社のスペシャルブランド「ジャスティ

ス」をマレー・ラバー、インランド・ラバー、

メイソン・ラバーに発注した。モンゴメリ・ワー

ドも、1927 年に、マンスフィールド・ラバー、

ジーレット・ラバー、サムスン・タイヤ、ケニ

ヨンなどにプライベートブランドを製造しても

らった 15。しかし、それは結局うまくいかず、

スペシャルブランドの製造は大手数社に限られ

た。取引相手が限られているという意味で、組

織性の強い企業間関係がみられたのである。

②�タイヤメーカーと中小ディーラー間の関係の

緊密さ

大手のタイヤメーカーは、大手の通信販売会

社や石油会社と密接な取引関係を結んでいただ

けでなく、中小のディーラーとも、特に問題が

なければ、3 年～ 5 年間自動的に契約が続くと

いう長期取引を行っていた。その場合、排他的

な取引関係など、メーカーと中小流通業者の間

にも組織的な関係が観察される。

概して、平均的な中小ディーラーは、新たな

競合相手に浮上した通信販売大手に比べ、小売

事業の現代化に遅れたため、メーカーからの支

援を必要とする場合が多く、こうした支援を

行ったタイヤメーカーとの間には、排他的で長

期的な取引関係が結ばれがちであった。ファイ

アストーンとグッドイヤーの事例から、タイヤ

メーカーと中小ディーラーの関係の実態をみて

おこう。

ファイアストーンは、大手タイヤ 4 社の中で、

ディーラーへの金銭面とマーケティング面の支

援において最も成功的だった企業であるといわ

れる。その背景には、前述したように、大手流

通企業のスペシャルブランドの製造に参入しな

かったファイアストーンにとって、流通チャネ

ルとしてディーラーの重要性が競合相手より高

かったことがあったと思われる 16。

その裏付けの一つとして、前述したように、

大手タイヤ他社が大手流通業者との取引を増や

していたにもかかわらず、ファイアストーンは、

不況の 30 年代初頭に、取引するディーラーの

数を増やしていたという事実があった。例えば、

ファイストーンは、30 年に 6,928 のディーラー

と、翌年の 31 年には、8,613 のディーラーと新
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たに取引関係を結び、合わせて 3 万に至る

ディーラーに製品を卸していた 17。こうした取

引の量的な拡大に加えて、ファイアストーンは、

ディーラーへの支援を含めて、関係を深めるた

めの行動を行った。

まず、タイヤ市場で大手流通業者が台頭する

中でディーラーはこれら大手流通企業との競争

で厳しい状況に追い込まれ、ファイアストーン

に金融面のサポートを求めたが、こうした要求

に応じて、ファイアストーンが該当ディーラー

に出資を行うことが多かった。例えば、1926
年に、ディーラーの資金支援の要望を受けて、

ファイアストーンは出資の形で、サンフランシ

スコ、ピッツバーグ、メンフィスの 3 都市の

ディーラーに、27 年にはさらに 6 都市のディー

ラーに資金を提供した。28年に62のワンストッ

プ・ストアーを設けたが、そのうち、40 店はファ

イアストーンとディーラーの共同出資によって

設立されたものであった 18。

ファイアストーンは、自社のタイヤだけでな

く、ディーラー独自で取り扱うスペシャルブラ

ンドタイヤについても、同社の広告宣伝冊子

（“Six Ways to Compare Tire Values”）に乗せた。

また、ディーラーのお店におく製品ラインの中

に、タイヤだけでなく、ファイアストーン製の

各種タイヤ付属品、部分品も含むことによって、

消費者がより頻繁にディーラーに足を運んで、

ファイアストーンの名に接しやすくした。それ

に、サービス・ステーション開発部門を設けて、

店舗立地の選び、売り場の配置の決定や変更、

建設や機器のセットアップなどでもディーラー

を支援した 19。

ファイストーンに次ぎ、グッドイヤーも、

25,000 に達するディーラーとの間の関係を深め

た。同社は、すでに 1914 年初から、自社の販

売拠点での小売販売を一切やめて、専らディー

ラーに小売を任せるという戦略をとった 20。ま

た、グッドイヤーはディーラーへの支援を積極

的に行い、ディーラー支援に、400-500 人の営

業マン、また、ブランチ・オフィスとウェアハ

ウスを当てた 21。グッドイヤーは 07 年より同

社の小売について書いている入念なブックレッ

トを作り、ディーラーに配付すると共に、タイ

ヤの小売は専らディーラー経由で行うことを宣

言した。その後、毎年、ディーラーの名簿（「List 
of Dealer’s Helps」） と「Our Encyclopedia of 
Selling Helps」という冊子を作成し、ディーラー

に配布したが、特に後者は、ディーラーの事業

を手助けするための資料としては、タイヤ産業

初のものであった。また、15 年に立ち上げた

広告キャンペーンで、主要な全国紙に広告を載

せたが、その中に、ディーラーの名前も掲載し

た 22。

（2）市場性の強い関係
他方で、タイヤメーカーと流通企業の間に

は、それぞれの利害に基づく市場的な関係も観

察された。

まず、大手流通企業が自社のプライベートブ

ランド製品を特定の大手タイヤメーカーから製

造してもらう場合、そのメーカーが必ずしも 1
社とは限らなかった。例えば、前述したように、

スタンダード・オイルは同社のスペシャルブラ

ンドタイヤをグッドリチだけでなく、US ラバー

にも発注していた。むしろ、大手流通企業が複

数の大手企業に製造してもらうことが一般的で

あった 23。つまり、大手流通企業は複社発注に

よって、安定的な供給確保の可能性を高めると

ともに、タイヤメーカー間の競争を活用したの

である。

特定大手流通企業との間に長期でかつ緊密

な取引関係があったとはいえ、タイヤメーカー

の立場からみても、できるだけ多くの流通企業

へと、取引先を拡大する必要があった。特に、

大手タイヤメーカーは自社ブランドの製品を

もっており、その製品を人口の少ない地域にま

で販売するために、小規模の jobber やディー

ラーをも多く活用した 24。本章の 1 節で述べた

ように、タイヤメーカーが中小のディーラーと

密接な協力関係を結んでいたことは組織性を表

わすといえるが、しかし、その行為を別の角度

からみれば、タイヤ販売において大手流通企業

のみに依存する問題を避け、多様な流通チャネ

ルを確保するという「オープンさ」を表わす行

為でもあった。こうした「オープンさ」は競争

の場面を広げるという意味で市場原理を示すも
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のであり、その限りで、市場性を表わすといえ

る。

さらに、大手タイヤメーカーが取引する

ディーラーを大幅に入れ替える時期もあった。

例えば、ファイアストーンは 1913 年に、グッ

ドイヤーは 18 年にそれまで取引していた

ディーラーの大幅な入れ替えを行った 25。大手

タイヤメーカーは取引相手の変化可能性を与え

るという行動によって、ディーラーに「市場の

圧力」に類似した圧力をかけていたのである。

また、メーカーと（ディーラーを含む）流通

企業間には利害対立が存在し、しばしば駆け引

きも行われており、これは組織的な取引を妨げ

るという意味で、市場性を表わすといえる。例

えば、一部のタイヤメーカーが小売機能を自社

内に統合した際に、ディーラーは、それまで彼

らに与えられてきた諸支援が弱くなり、タイヤ

メーカーのコンパニー・ストアに仕事を奪われ

ることを恐れた。また、1920 年代末以降、激

しい価格競争の中で、タイヤメーカーはディー

ラーにリベートを与えたり、ディスカウントを

したが、36 年に、グッドイヤーの社長は「数

量より利益」を重視する戦略に切り替えること

を闡明し、それを受けて、同社の販売営業責任

者達は、それまでディーラーとの間でできてい

た価格設定慣行を破るような圧力をかけた 26。

それに、中小ディーラーは在庫を保有しながら

販売するわけではなく、その都度必要な数量だ

けのタイヤをメーカーから卸すため、取り扱え

るブランド当り数量が小さかった。そのため、

ディーラーのコストは相対的に高かったが、タ

イヤメーカーは、ディーラーのマージンがより

低くなるように、ディーラー渡し価格を設定し

た 27。ディーラーとタイヤメーカー間の利害対

立が様々な形で表われており、こうした利害対

立は組織的な取引とは対照的であるという意味

で、市場性を表わしているということができよ

う。

（3 ）特定企業間の関係の事例 : グッドイヤーと
シアーズ・ローバックの企業間取引
1920 年代後半から 30 年代にかけて、大手タ

イヤメーカーと大手流通業者間の取引で大きな

話題を呼んだのがグッドイヤーとシアーズ・

ローバック間の取引であった 28。両社は、それ

ぞれタイヤ産業と流通業界の大手であり、かな

り長期にわたって両社間の取引が続き、その取

引条件などが不当であると、司法当局から疑い

の目でみられた。結局、司法当局の審決で取引

中止になったが、この両社間の取引はアメリカ

タイヤ市場での取引と競争に大きな影響を与え

た。

そこで、ここでは大手タイヤメーカーと流通

企業の代表的な取引の事例として、グッドイ

ヤーとシアーズ・ローバックの企業間関係を分

析する。

①取引の概観

両社間に長期的な取引契約が合意されたの

は 1926 年 3 月であった。その後、28 年、31 年

など数回の契約更新を経て、最終的に FTC
（Federal Trade Commission）の命令で契約が解

除された 36 年まで、10 年以上、取引が続いた。

こうした長期取引の背景には、タイヤの販売

事業に新規参入してきたシアーズが、当初は中

小のメーカーからプライベートブランドを供給

してもらっていたが、そのタイヤに品質の問題

があったり、中小メーカーの経営財務状況が疑

わしいなどの問題があって、シアーズの不満が

強まったことがある。そこで、元米陸軍所属で、

モンゴメリ・ワードの販売担当副社長から 24
年シアーズに移って、社長になったウッド（R. 
E. Wood）29 の判断で、26 年に当時タイヤ最大

手のグッドイヤーを取引相手に選んだ。

②取引の組織的な側面

　両社が得られたメリット

この取引は、シアーズ、グッドイヤーの両社

に小さくないメリットを与えるものであった。

まず、シアーズは価格面の優遇をグッドイ

ヤーからもらった。FTC の調査や裁判過程で

明らかになったところによれば、グッドイヤー

がシアーズに提供したプライベートブランドの

価格は製造コストにその 6% を割り増した水準

であった。これは、一般的な 4 つのタイヤサイ

ズを基準にして、平均小売価格より 4 割も割引
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された水準であり、輸送コストや販売慣例上の

諸ディスカウントを差し引いても、11% ～

22% 安い価格であった。グッドイヤーが独立

的 な デ ィ ー ラ ー に 販 売 し た 金 額 は

$182,598,399.59 であり、ディーラー向けよりシ

アーズに差別的に低い価格で売った金額を計算

すれば、$12,710,012.65 に達し、ディーラー向

け販売額の 6.96% ほどシアーズに有利な価格

であった 30。 
グッドイヤーの元監査役の証言によれば、シ

アーズがグッドイヤーとの取引から得る粗利益

率は 30% ～ 40% であったのに対して、グッド

イヤーと取引していたディーラーのそれは 22%
～ 25% にとどまったという 31。

しかも、1931 年以降、シアーズはグッドイ

ヤーから様々な金融面の譲歩を得た上、RE タ

イヤ市場での市場シェアを急速に高めた。例え

ば、シアーズは、グッドイヤーと契約する前に

は、RE タイヤ市場で 16 位の小売企業にとど

まったが、グッドイヤーとの取引が続くことに

よって、同市場での第一位の企業になった 32。

グッドイヤーからみても、シアーズとの取引

は極めて重要なものであった。表 4 によれば、

1931 年～ 33 年に、シアーズ 1 社向けの販売額

で、売上高の 2 割前後も占め、シアーズはグッ

ドイヤーの最大の顧客であった。両社間の取引

額だけで、RE タイヤの小売市場全体の 2.8% ～

9.6％を占めるほどであった 33。

グッドイヤーにとってもう一つの利点は、シ

アーズ向けのプライベートブランドの価格が割

増価格であったということである。前述のよう

に、製造コストに常に 6% のマージンを付ける

形で価格が設定されたため、安定的な利益が保

証されるメリットがあった。激しい価格競争の

中で、利益を確保する取引を行うことができた

のである。

　両社の密接な関係を示す事象

両社の取引の内容をみれば、組織的な性格が

かなり強かったことが分かる。シアーズのスペ

シャルブランドを生産することそのものが、両

社間の緊密な協力関係を前提にすることである

が、それのみならず、両社間の緊密な関係を窺

い知れるできごとがあった。

まず、グッドイヤーがシアーズ向けタイヤ専

用の工場を建設したことである。グッドイヤー

は、1928 年にアラバマ州ガズデンに一日 5 千

個のタイヤを生産できる新工場を建設したが、

これはシアーズ向けのタイヤ生産を念頭に置く

設備投資であった。また、グッドイヤーが自社

株の一部をシアーズに譲渡したことである。す

なわち、31 年に、両社間の契約を更新する際に、

グッドイヤーは自社株の 40 万ドル分の 1 万

8,000 優先株と 80 万ドルの現金をシアーズに払

い、この現金も、3 万 2,000 のグッドイヤー株

の購入に充てられた 34。

③市場性

これだけ両社間の緊密な関係が続く中でも、

両社間の取引には市場的な側面もみられた。ま

ず、グッドイヤーにとって、親密な取引相手の

シアーズと、グッドイヤーと取引していた中小

表 4　グッドイヤーの販売先別構成比（1931 年 1 月～ 33 年 12 月、%）

年
ディーラー

向け
スペシャル
ブランド

シアーズ向け
自動車

メーカー向け
輸出 Total

1931.1-6 43.6 1.8 22.8 27.8 4.0 100.0
7-12 50.0 2.2 21.7 22.8 3.5 100.0

1932.1-6 59.3 1.6 18.5 17.8 1.7 100.0
7-12 57.0 1.6 20.1 17.4 2.0 100.0

1933.1-6 52.8 1.4 13.3 28.6 1.2 100.0
7-12 50.7 1.5 13.1 30.5 1.6 100.0

出所 : Goodyear Tire and Rubber Company Records, Record Group No.99/106。
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ディーラーは競合関係にあった。複数の流通

チャネルを確保し、両者間の競合関係を活用し

たのである。また、シアーズはグッドイヤーと

の間の取引規模が大きかったものの、一方では、

アームストロング・ラバーともかなりの規模の

取引を行っていた。こうした複社発注は、グッ

ドイヤーに対して小さくない牽制効果を発揮し

た 35。

それに、グッドイヤーとシアーズのいわば「チャ

ンピオン」同士の長期取引がしっかり存在したこ

とが、RE タイヤ市場における競争を緩和する方

向に働いたわけではなかった。むしろ、両社の取

引契約が他社の低価格攻勢を強める刺激になっ

た。特に、ファイアストーンは、前述したように、

プライベートブランド事業に携わっていなかった

ため、特定大手流通企業との関係より、自社のコ

ンパニー・ストアとディーラーを活用して、積極

的に低価格攻勢に出た。その影響で、グッドイヤー

とファイアストーンの価格競争は激しさを増すよ

うになった。

④契約解消

調査と裁判を経て、最終的に、FTC は両社

の取引契約の解消を命じ、1936 年 6 月 16 日、

両社間の取引契約期間が終わり、同年同日より

グッドイヤーは両社間の長期契約によるシアー

ズ向けスペシャルブランドタイヤを製造しなく

なった 36。この状況が表れているのが表 5 であ

る。この表によれば、20 年代末～ 30 年代初頭

まで、グッドイヤー売上高の 2 割前後を占めて

いたシアーズ向けが 37 年より急減している。

グッドイヤーに如何に大きな影響を与えていた

かが窺い知れる。また、37 年に自動車メーカー

向けの OE タイヤの割合が大幅上昇している。

つまり、RE タイヤから OE タイヤへの移動が

この時期にみられた。RE 市場の重要な取引相

手との取引が難しくなったことが、その市場の

異なる流通チャネルを太くしただけでなく、他

の市場（OE タイヤ市場）へのシフトをもたら

したのである。

４ ．タイヤメーカーの原料ゴム調達と企業間関
係
タイヤ産業は装置産業としての特性をもつ

とはいえ、原料の重要性が高く、タイヤの製造

コストにおいて原料費が 3 割～ 5 割も占め

た 37。表 6 によれば、1921 年に製造原価 22.5
ドルの中で、8 ドル弱が原料費で、製造原価の

35% 以上を占めた。さらに、27 年の製造原価

は 22 年の半分以下に低下したのに対して、原

料費の低下はそれより遅かったため、同年の原

料費は製造原価の半分をはるかに超えた。30

表 5　グッドイヤーのタイヤ販売先別構成比、1929 年～ 39 年、%）

年 ディーラー向け
シアーズなど

大手流通業者向け
自動車メーカー

向け
輸出

1929 35.3 20.4 26.5 17.7
1930 41.5 18.8 21.2 18.6
1931 44.5 19.9 18.5 17.1
1932 47.7 18.5 12.8 21.0
1933 42.3 12.0 27.3 18.4
1934 39.5 13.0 28.1 19.5
1935 31.6 12.8 38.4 17.2
1936 24.1 13.0 44.2 18.7
1937 21.7 4.3 52.9 21.1
1938 33.5 5.0 32.3 29.4
1939 30.3 5.5 45.3 23.4

出所 : Goodyear Tire and Rubber Company Records, Record Group No.99/106。
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年代に入っても、原料費は製造原価の 4 割以上

の構成比を維持していた。米タイヤ産業の製造

コストで占める人件費の比重が戦前を通して 1
割～ 2 割に止まった 38 ことと比べれば、原料

費の比重が極めて高かったといえる。

タイヤコードの製造に使われる繊維も重要

な原料であったものの、タイヤ製造原料の中で

最も重要であったのはゴムであった。コスト面

で、ゴムの重要度が高かったことはもとより、

ゴムの場合、価格変動が激しく、タイヤ産業の

成長に最も大きな影響を与える要因の一つがゴ

ムの価格と品質といわれるほどであった。

従って、米タイヤ企業の経営においてゴムの

調達は極めて重要であり、その調達をめぐる企

業間関係も重要な意味をもっていた。それゆえ、

一部の大手タイヤメーカーは、原料を自ら栽培、

生産した 39。

そこで、この章では、タイヤメーカーのゴム

調達を中心に、タイヤ産業の成長期に表われた

前方の原料産業との関連を分析する。

（1）戦前期における世界ゴム市場構造
①世界のゴム供給、需要、生産

　世界のゴム供給

まず、世界ゴム市場における供給面をみてお

こう。表 7 によれば、毎年の新耕作面積はすで

に 1905 年に 10 万エーカーを超えていたが、そ

の後さらに増加し、12 年には 38 万エーカー以

上に達した。その後も、毎年 10 万エーカーを

はるかに超える面積が新たにゴム耕作に加わっ

た。とはいえ、10 年代後半にはその増加スピー

ドが落ちて、20 年代に入ってからは新耕作面

積がさらに減っていた。

後述するように、ゴムは耕作を始めてから収

穫するまで 7 年以上かかるため、新耕作面積の

増加は時差を置いてゴム生産量の増加趨勢につ

ながったが、それに加えて、テーピング方法の

工夫などで生産性も上昇した 40。ゴム栽培の生

産性上昇はプランテーション方式の耕作が増え

たことに負うところも大きい。表 8 によれば、

1900 年代に入ってプランテーションが増加し、

とりわけ、10 年代以降、世界ゴム生産に占め

るプランテーションの比重が急速に上昇し 10
年の 1 割弱から 20 年には 9 割台になり、世界

ゴム生産のほとんどがプランテーション生産に

なっていた。反面、アマゾンのゴム生産は、

1900 年代後半からほぼ横ばいに推移し、中央

アフリカなどでの生ゴム生産も 1900 年代に横

ばいで、1910 年代に入ってからは減少した。

その結果、20 世紀に入って、世界ゴム生産量

は年平均 3% ～ 4% 増加を続け、特に、世界 1
次大戦期と 20 年代前半に増加が著しかった。

地域別にみれば、19 世紀まで世界ゴム生産

の半分をブラジルが占め、1900 年にもブラジ

ルのゴム生産量は世界生産の約半分であった。

しかし、その後、前述したプランテーション生

産の増加で、ブラジルのゴム生産量は 1913 年

に世界生産の約 3 分の 1 になり、その後さらに

その比重を低めた 41。その代わりに、イギリス

領とオランダ領東インドのプランテーション生

産が急増し、世界ゴム生産のほとんどを占める

ようになった。特に、イギリス領諸国での生産

が重要度を高め、例えば、26 年に、世界生産

の 3 分の 2 以上がイギリス領から行われた。世

界ゴム生産におけるイギリスの影響力が高かっ

たのである 42。その次の重要なゴム生産地域は

スマトラ島やブルネオなどオランダ領であり、

世界生産の 4 分の 1 ～ 3 分の 1 を占めた 43。

表 6　米タイヤ製造原価と原料費及びその構成比（タイヤ 1 個当り、ドル、%）

年 1921 年 1927 年 1931 年 1933 年

製造原価 22.50 10.00 6.38 4.87
原料費 7.93 5.74 2.73 2.27

（原料費構成） （35.24） （57.40） （42.79） （46.61）
出所：Leigh（1936）、95（元データは the Census of Manufactures）。
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　世界ゴム需要

20 世紀に入り世界のゴム需要も増勢を続き、

1900 年に 10 万トンであったゴム需要量は、50
年に 225 万トンに達した。地域別には 19 世紀

末まで、英米両国が 3 分の 2 を占め、20 世紀

に入り、ゴム需要におけるアメリカの重要度が

さらに高まった 44。自動車産業の成長で、タイ

ヤ用ゴム需要が速く増加する中で、米タイヤ産

業が世界タイヤ生産を主導したためである。20

世紀前半を通して、世界ゴム消費でアメリカは

50% ～ 75% の比重を占めたが、特に、戦前期の

ピークは20年-1924年であった。表 7によれば、

世界ゴム消費の中でアメリカが占める比重は

1905 年に既に 45.4% を占め、1920 年代には 7
割を超えていた。表 9 によれば、1922 年と 23
年（推定）の世界ゴム消費量の 40 万 6,000 トン、

42 万トンの中で、アメリカの消費量は約 30 万

トンで 70％以上を占めた。

　ゴムの貿易

ゴム生産地域の構成と需要地域の構成が異

なるため、ゴムの貿易も多かった。生ゴムプラ

ンテーションからの輸出は、1918 年、20 年、

21 年のように減少する年もあったとはいうも

のの、全体的に急速な増勢を続けた。例えば、

10年代後半には年 41%～ 93%の輸出増加率で、

22 年も前年より 36% 増加した。

輸出の地域別構成は、生産のそれと類似で、

ゴム輸出の半分がイギリス領マラヤであった。

その次がオランダ領東インド（インドネシア）

で 3 割程度、その次がセイロンで 1 割、ブラジ

ルが 5% ～ 6% を占めた（表 10）。輸出におい

ても、イギリスの影響力が大きかったことが窺

い知れる。

表 7 世界のゴム生産、新耕作面積、米ゴム消費比重（1905 年～ 24 年、トン、エーカー、%） 

年  世界ゴム生産  ゴム新耕作面積 アメリカのゴム消費比重

1905 59,494 116,500 45.4
1906 62,581 177,700 45.7
1907 67,170 212,350 42.9
1908 66,566 180,800 48.9
1909 73,756 173,800 54.0
1910 80,746 261,400 52.4
1911 82,829 382,800 41.6
1912 103,947 312,000 48.3
1913 114,001 204,400 43.3
1914 121,205 159,300 50.5
1915 169,017 112,700 57.3
1916 210,079 165,200 55.4
1917 277,938 152,400 63.7
1918 217,511 148,600 65.6
1919 398,998 150,800 59.4
1920 341,135 110,000 72.9
1921 300,649 49,000 59.8
1922 406,110 48,000 73.0
1923 406,424 - 73.9
1924 418,660 - 85.9

出所 : Orton（1927）、621。
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ゴム輸入の地域別構成も、需要のそれと似

通っており、ゴム輸入の圧倒的な部分はアメリ

カによるものであり、1920 年代を通して、世

界ゴム輸入の 50% ～ 75% を占めた。他にイギ

リス、ドイツ、オーストリアなどが続いたが、

アメリカに比べ、世界輸入で占める重要度は低

かった 45。とりわけ、アメリカのゴム輸入はイ

ギリス領への依存度が高く、例えば、26 年、

アメリカの生ゴム輸入の 9 割がイギリス領植民

地からのものであった 46。これは、後述するよ

うに、米タイヤメーカーがゴム調達におけるイ

ギリスの影響力を緩和させるためにゴムの自社

栽培に乗り出す要因にもなった。

（2）ゴムの市況及び価格の推移
次に、ゴムの市況と価格の推移を見ておこ

う。まず、戦前期のゴム価格は変動幅が極めて

大きく、また短期的な変動が頻繁であったこと

が特徴的である。例えば、1910 年のポンド当

り平均ゴム価格は 2 ドルだったが、1921 年の

平均価格はその 10 分の 1 を下回る 16.36 セン

トに下落し、25 年にはまた 21 年価格の 4 倍以

上である 72.46 セントに暴騰した（表 11）。不

況の 32 年には僅か 3 セントにまで下落し、36
年から 41 年の間にも低い価格水準で、価格変

動幅はやや小さくなったものの、それでも、ポ

ンド当り 15 セント～ 25 セントは変動してい

表 8　世界ゴム生産とプランテーション出荷（1900 年～ 22 年、トン）

年 アマゾン地域
アフリカ、中米、

その他
プランテーション Grand total

1900 26,271 27,615 4 53,890
1901 29,750 25,095 5 54,850
1902 28,040 24,292 8 52,340
1903 30,540 25,489 21 55,950
1904 30,097 31,980 43 62,120
1905 32,869 29,131 145 62,145
1906 34,147 31,553 510 66,210
1907 36,844 31,156 1,000 69,000
1908 37,384 26,216 1,800 65,400
1909 38,748 27,252 3,600 69,600
1910 43,547 25,753 8,200 77,500
1911 41,673 25,720 17,487 84,880
1912 48,767 24,581 31,935 105,283
1913 43,450 21,212 59,989 114,651
1914 39,643 8,448 69,996 118,087
1915 42,924 11,946 103,300 158,170
1916 41,218 13,265 144,663 199,146
1917 42,453 12,493 198,979 253,925
1918 28,232 6,796 159,734 194,762
1919 41,147 11,529 317,132 369,808
1920 27,976 6,155 372,702 406,833
1921 20,171 5,000 297,630 322,801
1922 26,696 5,000 377,786 400,482

出所 : Harvard Business Review、Vol.2 No.2、1924、130。

30　　アメリカタイヤ産業史序説 (1)



た 47。また、表 11 で、20 年代と 30 年代、ニュー

ヨーク商品取引市場でのゴム価格（ポンド当り）

をみれば、年による変動が激しかっただけでな

く、年の中でも最低と最高の価格差がかなり大

きかったことが分かる。ゴム価格の乱高下が激

しかったのである。

時期別のゴム価格推移をもう少し詳しく見

ておこう。まず、1900 年代には、08 年まで価

格が低下傾向にあったが、08 年、フォードの

T 型自動車の出現で、タイヤ生産に必要なゴム

需要が急増し、供給が需要においつかず、08

年～ 11 年にゴム価格が急上昇した。 しかし、

価格上昇に刺激されて、10 年代初頭にゴムの

「プランティングブーム」が巻き起こり、12 年

の新耕作面積がピークに達するなど、記録的な

耕作面積の増加があった 48。それがタイムラグ

を置いて生産急増をもたらし、14 年からは買

手市場が始まり、第 1 次大戦初期のゴム需要増

加にもかかわらず、14 年末から 20 年まで供給

過剰と買手市場が続き、ゴム価格は下落傾向を

辿った。

1923 年の一時的な価格上昇、25 年の価格暴

表 9　国別生ゴム消費量（1922 ～ 23 年（推定）、トン）

国 1922 年 1923 年（推定）

アメリカ 296,266 300,000
イギリス 9,681 24,500
カナダ 9,367 13,000
フランス 27,672 25,000
イタリア 6,431 6,500
ドイツ、オーストリア、ロシア 32,551 30,000
日本 16,581 11,000
オランダ、ベルギー - 2,000
スペイン 3,000 3,000
スカンディナビア 3 国 1,709 2,000
オーストラリア 2,500 3,000
（世界消費合計） 405,758 420,000
出所 : Harvard Business Review Vol.2 No.2, 1924, 139。

表 10　国別生ゴム輸出量（1922 ～ 23 年（推定）、トン）

国 1922 年 1923 年（推定）

イギリス領マレー 212,694 179,000
セイロン 47,367 37,000
インド 4,854 6,000
ボルネオ 3,750 4,000
サラワク 2,634 3,500
オランダ領東インド 102,383 123,000
インド・チャイナ 4,104 4,500
ブラジル 22,696 22,000
その他 9,000 6,000
（世界輸出合計） 409,482 385,000
出所 : 表 9 に同じ。
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騰を除けば、総じて 20 年代のゴム価格も下落

傾向を続けた。まず、20 年と 21 年は、戦後不

況でゴム需要が減少した上、10 年代前半まで

に急増していたゴム新耕作地で 19 年以降ゴム

の収穫が出始めたため、ゴム価格が暴落した。

21 年の平均ゴム価格はポンド当り 16.3 セント

で第 1 次大戦期中の 67.2 セントの 4 分の 1 水

準であり、20 年と 21 年のゴム価格は、10 年価

格の 1 割程度にすぎなかった。

下落幅は小さかったものの、22 年にも価格

下落が続いた。同年初めの世界ゴム在庫は

178,000 トンだったが、同年末に 194,000 トン

に増加し、ロンドンのゴム在庫も同じ期間に

69,400 トンから 72,160 トンへと増加した 49。

その後、23 年と 24 年にもゴム価格は下落し、

25 年だけ高騰した後、また、26 年～ 29 年に価

格下落が続き、26 年ポンド当り 72.5 セントだっ

た平均ゴム価格は 29 年には、20.5 セントになっ

た 50。

こうした持続的な価格下落に対応して、ゴム

の輸出市場で高い影響力をもったイギリスを中

心に、輸出数量規制が行われた。いわば

「Stevenson Plan」がその重要な事例であった。

同プランの目的は価格安定、つまり、価格下落

を止めることであり、具体的な方法は、イギリ

ス領ゴムプランテーションごとに輸出量の割当枠

を設定し、イギリスの各植民地政府（British 
Colonial Offices）がその実行を監視することで

あった 51。この計画の法的根拠が「Stevenson 
Act」であり、これはイギリス政府の正式法令

であったため、他のゴム生産者も従わなければ

ならなかった 52。「Stevenson Act」が実行され

はじめたのは 22 年 11 月 1 日であり、同法に基

づき、22 年より 28 年までイギリス領マラヤや

表 11　ニューヨーク取引所ゴム価格（プランテーション耕作もの、1921 年～ 40 年、ポンド当りセント）

年 最低価格 最高価格 12 ケ月平均

1921 11　1/2 21　1/4 16.36
1922 13　5/8 23　3/8 17.50
1923 24　3/4 37　1/8 29.45
1924 18　3/8 39　5/8 26.20
1925 34　1/4 123 72.46
1926 36　3/4 91 56.83
1927 33 42　1/4 37.72
1928 16　3/4 41　1/4 32.48
1929 15　1/2 26　7/8 20.55
1930 7　3/8 16　3/8 11.98
1931 4　1/3 8　1/2 6.17
1932 2　5/8 4　3/4 3.49
1933 2　7/8 9　3/4 5.96
1934 8　3/4 15　7/8 12.92
1935 10　3/8 13　11/16 12.37
1936 13　1/2 23 16.41
1937 14 26　1/8 19.36
1938 10　1/2 17　1/4 14.68
1939 15　1/8 24 17.66
1940 18　3/16 24 19.89

出所 : Gettell（1941）、117 ; The Rubber Age。
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セイロンの輸出枠として 20 年ゴム生産量の

60% が割り当てられた 53。しかし、同プランは

柔軟性に欠けており、結果的に 20 年代ゴム市

場における価格安定には失敗した。

1930 年代初頭には恐慌の影響で需要が減退

した上、「Stevenson Act」の失効も加わって、

ゴム価格が急速に下落し、例えば、29 年のポ

ンド当り 20.6 セントから、32 年には僅か 3.5
セントに下落した（表 11）。その後、価格は緩

やかな回復をみせたものの、20 年代のゴム価

格水準をはるかに下回る低水準であった。ただ、

それまでに比べ、34 年よりゴム価格の変動幅

が小さくなったが、その重要な理由は IRRA
（International Rubber Regulation Agreement） と

いうゴム供給者団体が設立され、供給量を人為

的に調整したことにあったとされる 54。

戦前期全体を通してみれば、ゴム価格の推移

は基本的に需給バランスの変動を反映していた

が、しかし、短期的には一部の需給者と商人な

どの投機的な行動によって、価格変化と市況変

化が増幅された面があった。時々の供給不足期

に、ゴムの需要企業が競争入札を行う際、投機

家がその取引に介入し、投機的な行動で需給者

の間で利益を得ることがしばしばあった。例え

ば、1914 年の第 1 次世界大戦の勃発でゴム需

要が増えた時期に、投機的な購入が行われ 55、

価格の乱高下が増幅されたことがある。

（3 ）大中小メーカー間のゴム調達方式の差と
利害の不一致
大手タイヤメーカーと中小タイヤメーカー

の間には、ゴム調達方式が異なった。大企業の

場合は、一般に、3 ヵ月～ 6 ヵ月先物取引によっ

て生ゴムを調達した。ただ、1920 年初、3 年先

物取引契約でゴムを購入したファイアストーン

の事例からみるように、時期によっては、一時、

より長期の先物契約も行われた。また、ニュー

ヨークの商品取引所では、一日の取引量が少な

かったため、大企業は同市場を効率的に使うこ

とが難しく、主に、海外から直接ゴムを輸入し

た 56。

海外からのゴム購入に携わる組織において、

大手タイヤ企業間の差もみられた。US ラバー

は、後述するように、ゴムの自社栽培に最も積

極的であって、海外購入組織の整備を図った。

例えば、1920 年に同社の新社長になったサミュ

エル・コルトは、生ゴムの買い付けのためゼネ

ラル・ラバー社を創設した上、リバプールとロ

ンドンはもちろん、ブラジルとオランダ領東イ

ンドなどゴム栽培地域にも在外事務所を設け

た 57。同社のゴム調達組織は分権的であったの

である。それに対して、グッドリチは、他の大

手タイヤメーカーと違って、ゴム栽培農園の取

得による後方統合を行わず、原料ゴムを専ら外

部から購入したため、ゴム調達をより集権的な

組織体系で行った 58。

他方、中小タイヤメーカーは主にスポット市

場から生ゴムを調達した。すなわち、毎月、必

要な量を購入する方式をとっていた。したがっ

て、先物取引を通じてある程度の在庫を保有す

る大手タイヤ企業と、スポット取引によってゴ

ムを購入し、保有在庫が少ない中小タイヤメー

カーの間には、ゴム調達において常に利害の衝

突があった 59。ゴム価格暴騰の時期には大企業

が有利であり、ゴム価格暴落の時期には中小企

業が相対的に有利であった。もう少し詳しく検

討しておこう。

一般に、中小タイヤメーカーは同一品質のゴ

ムを大企業より高い価格で購入せざるをえな

かった 60。特に、ゴム価格が上昇した時期に、

その都度スポット市場でゴムを購入する中小企

業は、その価格変動の影響をもろに受けており、

大企業より不利な立場にあった 61。

例えば、1925 年の価格上昇期を見ておこう。

「Stevenson Act」で、輸出枠が設定され、ゴム

輸入量が減少した反面、需要は増え、25 年の

ゴム価格は前年の 3 倍に暴騰した。この価格急

騰期に、スポット市場からのゴム購入に依存す

る中小企業は保有在庫水準が低く、生産に必要

なゴムに高い価格を払わなければならず、これ

によってコストが跳ね上がった。反面、大企業

は、先物契約でスポット価格より低い価格です

でにゴムを調達し、在庫をもっていたため、ゴ

ム価格急騰による被害は中小企業よりはるかに

小さかった。

おりしも、世界ゴムの圧倒的な部分がアメリ
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カで消費されることから、1926 年にニューヨー

ク商品取引所が開設されると、中小タイヤメー

カーは、ゴム購入価格をヘッジするため、同取

引所でゴム調達を図った 62。しかし、26 年に

はゴム価格が再び暴落に転じたため、25 年の

損失を補てんすることができず、財務危機に

陥った企業が相次ぎ、26 年だけでも、倒産し

た中小タイヤメーカーが 20 社に上った。

ゴム価格上昇期の 1933 年～ 34 年にも類似な

現象が起こっていた。この時期にも、大企業は

不況期の低価格ですでにゴム在庫を蓄積してい

たため、暴騰した価格での購入を最小限にする

ことができた。それに対して、中小企業が被っ

た打撃は大きかった。グッドイヤーの創業者、

元社長で、その後セイバーリングタイヤを作っ

たフランク・サイバーリングの証言によれば、

グッドイヤー社は 33 年までの 2 年間、ポンド

当り 3 セントのゴムを購入して在庫を蓄積して

いたのに対して、中小メーカーはすでにゴムに

9 セントを支払っていたという 63。

しかし、ゴム価格が下落した時期には、ゴム

調達の面でむしろ中小企業が大企業より有利で

あった。20 年代初頭と 30 年代初頭の現象がそ

の例である。

前述したように、1920 年と 21 年、ゴム価

格が急落したが、それまで大手タイヤメーカー

は長期の先物取引で在庫を蓄積しており、20
年時点でのゴム在庫量はかなり高い水準であっ

たため、20 年と 21 年の価格下落で、在庫価値

減少による損失が大きく、これは、大手タイヤ

メーカーの経営悪化を招いた 64。ゴム調達をス

ポット取引に頼っていた中小タイヤメーカー

は、在庫を貯めなかったため、大企業に比べ、

在庫損失も小さかった。30 年～ 32 年のゴム価

格下落期にも同様であった。つまり、ゴム価格

下落の中で、大手タイヤメーカーは膨大な在庫

損失を被ったが、中小企業の被害はそれほどな

かった。

つまり、戦前期を通して、米タイヤメーカー

は重要な原料であるゴムの適切な調達に力を注

いでいたにもかかわらず、ゴムの激しい価格変

動の影響は避けられず、さらに、中小企業と大

企業はゴム市況変動によって異なる影響を受け

ていた。

（4）ゴム調達をめぐる企業間協力
ゴム価格の乱高下が激しく、かつ、ゴムの調

達が経営状況に大きく影響を及ぼすため、タイ

ヤメーカーは常にゴム調達にナーバスになり、

市況、価格の激しい変動に対応する行動をとっ

た。対応の一つは、後述するように、原料ゴム

をタイヤメーカー自ら耕作する、いわば前方統

合であるが、それだけでなく、ゴム調達に際し

て大手ゴム需要者同士の協力も行われた。

その代表的な例がゴム購買プールであった。

1920 年代初頭のゴム価格暴落で大手タイヤ

メーカーが莫大な在庫損失を被り、その後、在

庫を低い水準に抑えていたが、逆に、25 年に

はゴムの供給不足でゴム価格が急騰したため、

タイヤメーカーは安定的なゴム購入量確保とゴ

ム購入価格の引き下げの誘因が強かった。

それゆえ、大手タイヤ各社はゴムの共同購買

プールを作り、ゴム購入時の交渉力を高め、購

入価格を下げると共に、ゴムの市場相場を安定

することによってゴム価格の激しい乱高下によ

る在庫損失の縮小を図った。具体的に、1926
年末に、ニューヨークの 3 銀行から 300 万ドル

の信用を受けて、US ラバー、グッドイヤー、グッ

ドリチ、ファイアストーンの米 4 大タイヤメー

カーと、中堅タイヤメーカーのフィスク（Fisk）
社、そして、自動車メーカーの GM でゴム購

買プールを作った 65。同購買プールでは、同年

末に、ポンド当り 40 セントで、翌年の 1 か月

分の消費量に該当する 5 万トンの共同購買を

行った 66。ゴム市場の激しい変動に組織的な対

応を行った事例といえる。

ただ、この購買プールは長くは続かなかっ

た。すなわち、1926 年より、ゴム価格が再び

下落に転じたため、ゴム購買プールのメリット

が少なくなり、ゴム購買プールは 28 年に解散

された 67。大手ゴム需要家同士の購買プールで

さえ、市場の乱高下に持続的に対応するには限

界があったのである。

この購買プールにタイヤメーカーだけでな

く、大口ゴム需要家である GM も加わってい

たことが注目に値する。つまり、ゴムの調達を
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めぐる共同行為に、ゴムの需要家（大手タイヤ

メーカー）とその需要家が生産する製品の需要

家の両方（自動車メーカー）が参加した。共同

行為は同業者間を越えて、取引の連鎖を通じて

有力な需要企業を巻き込んで行われたのであ

る。

ゴム調達をめぐる、タイヤメーカーとタイヤ

の需要者間の協力は他の形でも表れた 68。GM
と US ラバーの協力がその代表的な例である。

具体的に、1930 年代に入ってから、US ラバー

と GM は OE タイヤの長期相対取引関係を結ん

だが、GM は US ラバーを通じ原料ゴムを買い

取って、US ラバーが GM と契約した分のタイ

ヤ生産を行う際に、それに必要な原料ゴムを

US ラバーに再販売した。GM と US ラバー間

にタイヤの長期取引とゴム取引がリンクされて

いたのである。また、タイヤ製造のために購入

したゴムを一度 GM が買い取ったことから、

このゴム調達の仕組みにはタイヤ需要家の GM
が US ラバーに金融的な支援を施すという側面

もあったということができる。

５ ．垂直統合の展開 : 販売と原料生産の垂直統
合と限界

（1 ）米タイヤメーカーの販売機能の統合 : 後方
産業への垂直統合

①卸売機能の統合の展開

すでに断ったように、タイヤは一般消費者向

けの RE タイヤと自動車メーカー向けの OE タ

イヤの二通りであり、そのうち、市場規模にお

いて RE タイヤがより大きく、この RE タイヤ

市場では、需要者が一般個人であるだけに、販

売・流通機能が極めて重要であった。それゆえ、

上位の大手タイヤメーカーはタイヤの販売機能

も自社に取り込んでいった。いわば、前方産業

の垂直統合である。タイヤメーカーがまず統合

したのは卸売機能であった。ブランチ・ハウス

（Branch house）がそれであるが 69、卸売機能を

強化するためにサブブランチやウェアハウスま

で設けるタイヤメーカーもあった。

米タイヤ産業の初期に、ブランチ・ハウスの

設置による卸売機能統合に最も積極的であった

のはグッドリチであった。グッドリチはすでに

自動車用タイヤの製造を始める時から、ブラン

チ・ハウスを設けて、一般ゴム製品の卸売を自

社で行っていた。同社の初のブランチ・ハウス

は買収したコロンビア・ラバー・ワークス（the 
Columbia Rubber Works Company、以下コロン

ビア・ラバー）であった。すなわち、グッドリ

チはゴム製品をニューイングランド地域で販売

し始めた際に、数年間、ニューヨークのコロン

ビア・ラバーに製品を卸売していたが、1889
年に、販売をより積極的に管理するために同社

を買収した。このように、早くブランチ・ハウ

スを設けてていたため、自動車用 RE タイヤを

自社のブランチ・ハウスが販売することも早

かった。米タイヤ産業で卸売事業を統合した先

駆的な存在になったのである。当初、タイヤ市

場は大きくなかったため、少数のブランチ・ハ

ウスでカバーできた。しかし、自動車産業の成

長と共にタイヤの需要も伸びたため、グッドリ

チは 1907 年まで、ボストン、バファロー、デ

ンバー、フィラデルフィア、クリブランド、セ

ントルイスにブランチ・ハウスを新設し、同年、

グッドリチ製の自動車用タイヤ販売額の 52%
が自社ブランチ・ハウス経由であった 70。 

第一次世界大戦期に同社はブランチ・ハウス

をさらに拡充して、1916 年に 72 店あった同社

のブランチ・ハウスは、18 年に 108 店へと増

加し、20 年に RE タイヤ販売額の 8 割もが自社

ブランチ・ハウスへの販売分であった 71。

また、1910 年から、ブランチ・ハウスの活

動を補助するカンパニー・デポ（補給所）も新

設、展開した 72。カンパニー・デポはブランチ・

ハウスより小規模 73 の卸売拠点で、RE タイヤ

需要が大都市以外の地域にまで広がった結果、

RE 市場が分散化したことへの対応として、タ

イヤの修理や調整作業を行った。こうして、グッ

ドリチは米タイヤ産業で最も進んだブランチ・

ハウスシステムを全米で構築した企業になっ

た 74。

グッドリチに追随する形で、ファイアストー

ン、グッドイヤー 75、フィスク、US ラバーな

どの競合他社もブランチ・ハウスを設けてタイ

ヤの卸売事業を統合した 76。ファイアストーン

は最初、4 つの都市のみに卸売拠点を設けたが、
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1906 年フォードへの OE タイヤ取引の際に、

フォードから全国的な卸売網を整備することを

求められたことをきっかけに、タイヤのブラン

チ・ハウスを増やし、多い時には 140 の自社ブ

ランチ・ハウスを保有した 77。また、グッドリ

チ、フィスク、リ―、ペンシルバニアなどのタ

イヤメーカーと同様に、ファイアストーンもブ

ランチ・ハウスで取り扱う製品を、タイヤだけ

でなく、バッテリ、カー・ヒーター、ファンベ

ルトなどにまで広げた 78。 
1920 年代後半に、自社製だけを専属的に取

り扱うブランチ・ハウスをもつタイヤメーカー

は 5 社にとどまったものの、部分的でも、自社

製タイヤを取り扱うブランチ・ハウスを有する

タイヤメーカーを含めると、30 社に近かっ

た 79。29 年、米タイヤメーカーの場合、RE タ

イヤの卸売販売額の 65% が自社ブランチ・ハ

ウスの販売であった。

なぜ、大手タイヤメーカーが卸売機能を統合

したのか。まずは、前述したように、タイヤは

自動車メーカーの新車向けと、自動車保有者個

人向けという異なる顧客の二つの市場が存在

し、この異質の両市場で販売の極大化とブラン

ドロイヤルティの創出を実現するためにタイヤ

メーカー自ら卸売に参入する必要性が強かっ

た 80。

第 2 に、タイヤメーカーは独立の jobbers、
distributors など既存の卸売業者に対して、タイ

ヤ販売活動が適切に行われていないという不満

をもっており、これも大手タイヤメーカーの卸

売機能統合の理由であった 81。例えば、自動車

用タイヤはまだ標準品化されておらず、各タイ

ヤメーカーのブランド製品がほとんどだった。

そのため、予測しなかった短期需要変動に対応

するために、販売業者は予め各社製タイヤの在

庫をかなり保有する必要があった。しかし、当

時、こうした高価のブランドタイヤを大量に保

有・販売できる中小卸業者は限られていた 82。

中小のタイヤ卸売業者は、適切なタイミングで

販売を行う姿勢も能力も足りなかった。

それに、当時の卸売業者は修理や交換などの

サービスの面でも問題点がみられた。例えば、

RE タイヤはしばしば緊急時に購入されるため、

修理や交換などのサービスが迅速に行われるこ

とが大事であった。しかし、当時の卸売業者は

その体制が整わず、サービス提供に時間がか

かった。よって、タイヤメーカーは、自らブラ

ンチ・ハウスを設ければ、独立の卸売業者より

早い修理、良いサービスが消費者に提供できる

とみていた 83。実際に、タイヤメーカーの各ブ

ランチ・ハウスの修理部門は、新しい修理法を

考案するか、既存の修理方法を改善することに

全力を尽くすと共に、販売員のサービス教育に

も力を注いだ。その結果、ブランチ・ハウスは

jobbers や distributors など既存の卸売商を代替

していった 84。

第 3 の理由は、流通コストの面であった。タ

イヤメーカーの売上高で占めるブランチ・ハウ

スのコスト（販売管理費）の割合は、1920 年

代を通して 7% ～ 12% の水準であり、表 12 に

よれば、30 年代前半にも 10% ～ 15% の割合で

推移した。卸売業者を使う場合のコストが売上

高で占める割合の約半分にすぎなかった 85。例

えば、ハーバード大学の調査によれば、24 年、

ある大手タイヤメーカーが独立の卸売業者を使

う 場 合、 そ の コ ス ト（"field selling and 
operations" cost）は売上高の 24.8% にも達して

いた 86。つまり、コストの面でも、卸売機能を

表 12　ブランチ・ハウスのコストの対売上高比率（1928 年～ 35 年、%） 

年 比率 年 比率

1928 12.5 1932 15.3
1929 13.6 1933 13.2
1930 14.3 1934 12.8
1931 14.7 1935 12.4

出所 : Leigh（1936）、103。
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タイヤメーカーが統合する理由があった。

このように、ブランチ・ハウスのコストが相

対的に低かったのは、何より、既存の卸売業者

より取引規模が大きかったためである。例えば、

1929 年、タイヤ卸売業者の平均売上高は

117,000 ドルにすぎなかったが、ブランチ・ハ

ウスのそれは 830,000 ドルで、その 5 倍近くで

あった。規模の経済によって、ブランチ・ハウ

スがコスト面で有利であったといえる。それに、

卸売業者は人口が少ない地域で、それほど知ら

れていないメーカーの製品か、プライベート製

品を販売したのに対して、ブランチ・ハウスは

人口密度が高い地域で、よく宣伝されたブラン

ド品を販売したことも、コスト面の利点として

働いた 87。

こうした理由で設けられたタイヤメーカー

のブランチ・ハウスは、一部、期待された成果

をあげ、大恐慌の前の 1929 年まで、効率的で

経済的な一流通主体であった。ブランチ・ハウ

スはタイヤ販売量の時期別変動を平準化するに

重要な役割を果たした。例えば、ブランチ・ハ

ウスは、個別ディーラーからの一件ずつの翌春

分注文をまとめることによって、タイヤ工場が

予め冬から安定的に生産することができ、また、

顧客の即時需要があるとき、売り場で常に製品

を購入できることに貢献した。特に、トラック

用タイヤの販売増加へのブランチ・ハウスの貢

献は大きく、ブランチ・ハウスによる卸売は、

トラック運輸業の全国的な成長に向いていた。

というのも、トラック業者は、タイヤの価格面

だけでなく、サービスの面でも、直接タイヤメー

カーとの関連をもつことを好む傾向があったか

らである 88。

他方、ブランチ・ハウスによる卸売に限界も

みられた。実は、ブランチ・ハウスが設置され

始めた時期から、ブランチ・ハウスを利用する

ことが高コストで浪費的であるという批判が続

き、グッドリチのように、早く自社のブランチ・

ハウスを減らした企業すらあった。すなわち、

1 次大戦終戦後の不況期に、グッドリチはブラ

ンチ・ハウス及びカンパニー・デポへの依存度

を低め、終戦直後、両者を合わせて全国 21 地区、

108 あったのを 21 年には全国 12 地区 64 へと減

らした 89。ただ、このように 20 年代初頭に、

ブランチ・ハウスによるタイヤ販売はかなり

減っていたものの、20 年代後半になっても、

まだブランチ・ハウスは主要な卸売主体として

残っていた 90。

ブランチ・ハウスの問題点がより鮮明になっ

たのは、1929 年以降の大恐慌期であった。コ

ストが高まったのである。つまり、不況期の大

幅な販売減少の中で、流通費の削減はそれに追

いつかず、単位当たりの平均流通費の負担が重

くなり、とりわけ、ブランチ・ハウス運営に伴

う経費負担がより重くなった。例えば、33 年

のブランチ・ハウスの費用は、20 年 -28 年の

それの 5 割以上高かった。あるタイヤメーカー

関係者の証言によれば、28 年に比べ 33 年のブ

ランチ・ハウスの経費は約 2 倍になったという。

この不況期に、タイヤメーカーの総コストで占

める、ブランチ・ハウスの販売管理費、それを

含めた流通コストの比重共に急上昇した。RE
タイヤ販売市場で競争していた大手流通業者、

例えば、通信販売企業等と比べて、ブランチ・

ハウスをもっていたタイヤメーカーの流通コス

トは高かった 91。

そのため、タイヤメーカーはタイヤの卸売流

通費の削減に積極的に取り組み、ウェアハウス

と共に、ブランチ・ハウスも大幅に整理していっ

た。1929 年から 33 年の間に、米タイヤ企業の

ブランチ・ハウスは 418 から 340 に減少した。

企業別にみれば、同じ期間に、グッドリチが

109 のブランチ・ハウスを 28 に減らして、最

も多くのブランチ・ハウスを整理した他、グッ

ドイヤーが 52 から 41 に、ファイアストーンが

51 から 43 にそれぞれブランチ・ハウスを減ら

した 92。

②小売の統合

タイヤメーカーはブランチ・ハウスを減らす

形で、統合していたタイヤの卸売機能を手放す

代わりに、1920 年代末より、コンパニー・ス

トアーの設立や増設によって、小売り機能の垂

直統合を積極的に行った。これは、第 2 章でみ

たように、タイヤ小売の販売経路における大き

な変化の一つであった。26 年～ 33 年に、タイ
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ヤメーカーの小売り垂直統合による販売分がタ

イヤ小売販売全体における構成比を高め、30
年代半ば、RE タイヤ小売りの 1 割以上を占め

た。

米大手タイヤメーカーがコンパニー・スト

アーを相次ぎ設立する形で、小売機能を統合し

始めたのは 1920 年代後半からであり、特に、

各社は 20 年代末以降の不況期にコンパニー・

ストアーを増やした 93。ファイアストーンを先

頭に、グッドイヤー、グッドリチ、ダンロップ

が都市部に小売のコンパニー・ストアーを設立

し、それらの企業よりは積極性に劣ったものの、

ジェネラル・タイヤも小売事業に参入した。表

13 で分かるように、概して、ファイアストー

ンやグッドイヤー等タイヤ専業メーカーのコン

パニー・ストアーが多く、グッドリチがその次

についており、大手タイヤメーカーの中では

US ラバーが消極的であった。

コンパニー・ストアーの設立による小売統合

が最も早かったのはファイアストーンであっ

た。同社は、前述のように、米タイヤ大手 4 社

の中で、スペシャル・ブランド（= プライベー

トブランド）をもっていない唯一の企業であっ

たため、スペシャル・ブランドをもっていた競

合メーカーより RE タイヤ市場をより重視し、

同市場で他社に先駆けてタイヤの小売事業を垂

直統合した 94。同社はメイン州ポートランドに

初のコンパニー・ストアー（“Firestone Tire 
Stores, Inc.”）を設けてから、1928 年末まで 40
の M &M ストアーを作り、29 年代末まで、880
万ドルを投資して 337 のコンパニー・ストアー

を作った。さらに、30 年には、コンパニー・

ストアーを 430 店に増やすと共に、2,500 万ド

ルをコンパニー・ストアー拡充に投資するとい

う計画を発表した 95。38 年には、自動車の修

理や一部部品を提供する小売店（Firestone Auto 
Supply & Service Stores）を 75 店新設し、同年

までファイアストーンが完全に所有する小売拠

点が 638 に達し、戦後の 50 年代前半にも 700
以上の小売店を展開していた 96。

ファイアストーンがコンパニー・ストアーを

新設してから間もなく、グッドイヤーとグッド

リチもコンパニー・ストアーを設けて、小売統

合戦略に追随した。グッドリチは、1929 年ま

でコンパニー・ストアー（“Silvertown Store”
と呼ばれた）の設立に 440 万ドルを投資し、

109 店をもつようになり、32 年にはさらに 144
店まで増やした 97。グッドイヤーも、29 年に

Goodyear Service Inc. を 98 店、32 年には 233 店

保有した 98。

こうしたタイヤメーカーの小売統合は、

ディーラーの活動を代替する面があった。1920
年代中ばまで、大手タイヤメーカーはタイヤの

小売事業には入らず、あくまで独立のディー

表 13　各タイヤメーカー所有のタイヤ小売会社数（1924 年～ 34 年）

年
ファイア
ストーン

グッドイヤー US ラバー グッドリチ ジェネラル フィスク

1924 0 5 0 ‐ 2 0
1926 3 22 ‐ ‐ 2 ‐

1927 9 28 ‐ ‐ 4 ‐

1928 62 45 ‐ ‐ 9 ‐

1929 337 98 24 109 14 ‐

1930 430 134 ‐ 150 22 121
1931 399 191 ‐ 169 25 ‐

1932 374 233 ‐ 144 29 ‐

1933 371 224 ‐ 152 32 ‐

1934 423 262 19 ‐ 36 3
出所 : French（1986）、41。
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ラーに任せ、3 章でみたように、ディーラーに

資金、マーケティングの支援を行っていた。だ

が、20 年代末に、小売りのコンパニー・ストアー

を相次ぎ設立することによって、タイヤメー

カーがディーラーの活動を代替していった 99。

これは 2 章で述べたように、20 年代末からタ

イヤ小売りにおけるディーラーの比重が低下し

た一理由でもあった 100。

一般的に、メーカーの前方統合は卸売りに限

られる場合が多い。小売まで垂直統合するには、

かなりの投資が必要であり、リスクも大きいた

めであるが、従って、米タイヤメーカーが小売

機能を統合したことは製造業の大手企業にとっ

て稀な例であるといえる。実は、タイヤメーカー

の中でも、中小企業にはこうした小売り事業へ

の参入は厳しかった。例えば、1928 年にコン

パニー・ストアーを開いた中規模タイヤメー

カーのカロライナ―・ラバー社は、すぐ膨大な

赤字に陥ったし、小売を統合したデイトン・ラ

バー（Dayton Rubber）社も損失に耐えられず、

29 年からコンパニー・ストアーを閉鎖した。

実際、多くの中小タイヤメーカーは小売への進

出を避けた 101。大手の US ラバーでさえ、ごく

少数のコンパニー・ストアーを設けるにとど

まった。しかも、積極的に小売り統合に取り組

んだ企業も 30 年代初頭の不況に、コンパニー・

ストアーの厳しい採算に悩んだ。例えば、30
年にファイアストーンのコンパニー・ストアー

は 50 万ドルの赤字を出したし、グッドイヤー

の小売事業も 26 年から 33 年まで 940 万ドルの

累積赤字を記録した 102。

それにもかかわらず、ファイアストーン、

グッドイヤー、グッドリチの 3 社のタイヤメー

カーにとって小売統合の誘因は強かった。まず、

競争が激しさを増していた RE タイヤ市場で、

コンパニー・ストアーはプライベート・ブラン

ド製品に対するブランドロイヤルティを強める

有力な手段になると期待された。実際に、コン

パニー・ストアーは戦後に至るまで、この 3 社

のブランドロイヤルティを高める貢献をし

た 103。

また、前述したように、1930 年代初頭の恐

慌期に流通費が高まったが、この流通費を削減

する上でも、コンパニー・ストアーが期待され

た。実際、コンパニー・ストアーの導入によっ

て 32 年より流通費が相当削減でき、コンパ

ニー・ストアーは、30 年代を通して、価格競

争に耐えられる財務面の強さを維持する有力な

手段となった。それに、コンパニー・ストアー

の活用によって、タイヤメーカーの宣伝・広告

の効果が高まった上、価格もより容易に調整・

管理できることも期待された 104。

ただし、大手 4 社の中で、タイヤ小売の統合

に最も消極的であった US ラバーが、1930 年代

の RE タイヤ市場で大幅に市場シェアを高め

た 105。市場シェアからいえば、前方の垂直統

合がいい企業業績の充分条件ではなかったので

ある。その限りで、垂直統合の効果には限界が

あったということができる。

さらに時間が経つにつれて前方の垂直統合

の効果が薄れて、逆に重荷になった企業も出た。

その結果、1937 年以降、RE タイヤ小売販売の

構成において、石油会社経由がより高まったこ

とと対照的に、タイヤメーカーのコンパニー・

ストアー経由比重が低くなった 106。さらに、グッ

ドイヤー 107 のように、戦後の 50 年代初頭に

450 ものコンパニー・ストアーを閉鎖するタイ

ヤメーカーも出た。

（2 ）米タイヤメーカーのゴム生産統合：前方
産業への垂直統合

①原料生産統合の展開

一般に、タイヤの最も重要な原料である生ゴ

ムの場合、耕作開始から収穫が始まるまでかな

りの時間がかかり、さらに、耕作への投資の収

益が回収されるまで通常 8 年～ 10 年かかると

いわれる 108。それだけ、生ゴムの耕作には収

獲までの負担やリスクが大きいのである。にも

かかわらず、アメリカの一部の大手タイヤメー

カーは、後方産業である原料の栽培・生産の統

合に取り組んだ 109。前節でみたように、米タ

イヤメーカーが前方産業である販売事業の統合

を試みたことと考え合わせると、タイヤメー

カーが前方と後方の両産業の垂直統合を図った

ということができよう。

具体的に、US ラバー、グッドイヤー、ファ
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イストーンが生ゴムの農園を購入し、ゴムを直

接栽培、調達し、さらに、グッドイヤー、ファ

イアストーンはタイヤ生産においてゴムの次に

重要な原料であるタイヤ用繊維糸の生産も行っ

た 110。

米タイヤメーカーが耕作していたゴム農園

の地域別分布をみれば、耕作面積の 3 分の 2 が

オランダ領東インドのスマトラで、3 割弱がイ

ギリス領マラヤであったが、企業別にゴム栽培

への垂直統合の行動をみておこう。タイヤ用生

ゴムの自社栽培に最も積極的であったのは販売

統合に消極的だった US ラバーであった。US
ラバーは 1903 年に生ゴム加工処理のため、自

社の硫酸工場の建設とタンク車両の保有を決

め、09 年に、スマトラのゴム栽培農園を取得

した 111。その後、US ラバーは、生ゴムのプラ

ント面積と生産量を増やして、表 14 によれば、

20 年に、米タイヤメーカーの生ゴム栽培総面

積、15 万 9,000 エーカーの 73% に当たる 11 万

7,000 エーカーを所有し、26 年には、米タイヤ

メーカーの生ゴム耕作面積の 8 割を占めていた

（表15）112。前述したように、ゴムプランテーショ

ンの収穫までかなり時間がかかり、例えば、09
年に、US ラバーが取得したゴム栽培農園で、

22 年にもその半分の面積で収穫されたにすぎ

なかったものの 113、効率的な肥料利用などで

ゴム栽培の生産性を高めた結果、同社のゴム栽

培農園は模範的な成功事例として知られた 114。

グッドイヤーも、1916 年にスマトラで 2 万

エーカーのゴムプランテーションを購入し、そ

のうち、1,500 エーカーでゴム栽培を始めた 115。

同プランテーションに 17 年と 18 年にそれぞれ

30万ドルと 170万ドルを投資したグッドイヤー

は、さらに、31 年に、同じスマトラで 33,000 エー

カーのゴムプランテーションを追加購入し

た 116。また、28 年には、フィリッピンでゴム

プランテーションを購入して耕作を開始し

た 117。それに、耕作地域を東南アジアだけで

なく、中南米にまで拡大し、パナマ、コスタリ

カでも、ゴム農園を購入して栽培を始めた 118。

US ラバーやグッドイヤーよりは狭い面積で

あったものの、ファイアストーンも、1920 年

代半ばにアフリカリベリアで 2,000 エーカーの

ゴムプランテーションをリースし、その後モン

ロビア政府との交渉で取得面積を拡大した 119。

それに、自動車メーカーのフォードも、

1927 年に、ブラジルの生ゴム農園を購入して、

タイヤ製造の原料である生ゴムの内製化を図っ

た。ただ、同社のゴム農園での栽培はうまくい

かず、結局、延べ 780 万ドルの損失を被る「高

い失敗」に終わったが、45 年売却するまでそ

の農園を保有し続けた 120。

表 14　アメリカタイヤメーカーのゴム農園保有面積
（1920 年、1,000 エーカー） 

企業名 保有面積

US ラバー 117
グッドイヤー 20
マンハタン 1
コンティネンタル 30
合計 159

出所 : Harvard Business Review Vol.5 No.4, 1927、459。

表 15　米タイヤメーカー保有ゴム農園の地域分布（1926 年、エーカー）

US ラバー
グッド
イヤー

コンティ
ネンタル

マン
ハッタン

ファイア
ストーン

アメリカン
リオ

グランデ

スマトラ 94,324 20,000 20,000 － － － －

イギリス領
マラヤ―

29,690 － － － － － －

ジャワ － － － 2,000 － － －

フィリッピン － － － － － 1,625 360
リベリア － － － － 2,000 － －

合計 124,014 20,000 20,000 2,000 2,000 1,625 360
出所 : Harvard Business Review Vol.5 No.4, 1927、460。
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②理由

大手タイヤメーカーが前方統合に取り組ん

だ理由として、まず、ゴムの価格変動が激しかっ

たことをあげられる。実際に、US ラバーが

1909 年にスマトラのゴム農園をリースした

もっとも重要な理由は、当時、ゴム価格が昂騰

し、またその後も価格上昇が予想されたことで

あった 121。第 2 に、第 1 の理由とも関連するが、

需給状況や市況の変動が激しい中で、タイヤ

メーカーにとって、重要原料のゴムを安定的に

確保することが重要な課題であった。供給の安

定連続性がタイヤメーカーの後方統合の重要な

モティベーションであったのである 122。第 3に、

イギリスがゴム供給者としての利害を強めてい

たことも、米タイヤメーカーのゴム栽培統合の

重要な理由であった。前述のように、世界ゴム

供給の圧倒的な部分がイギリス植民地からのも

のであり、従って、イギリスは人為的な輸出制

限を主導するなど世界ゴム市場において強い影

響力を発揮していた。それに対抗するために、

大手米タイヤメーカーがゴム栽培に直接携わっ

たのである 123。前述したように、米タイヤメー

カーが保有しているゴムプランテーションが地

域的にスマトラ島などオランダ領に集中したこ

ともそのためであった。例えば、第 1 次世界大

戦に入り、イギリスがゴムの戦時供給制限を強

めると、前述したように、グッドイヤーはイギ

リスの影響が届かない地域として、スマトラを

選んでゴム農園を取得した。

第一次大戦期の供給制限をきっかけに、前述

したように、「Stevenson Act」が成立し、イギ

リスを中心に、1 次大戦後にも、1922 年、28 年、

そして 34 年以降、人為的に供給を制限する動

きが繰り返され、一部の米タイヤメーカーはこ

れに対抗し、ゴム農園を取得した 124。例えば、

ファイアストーンは、イギリス主導のゴム供

給制限に強く反発し、こうした供給制限を受

け入れていた米 RMA（Rubber Manufacturers' 
Association）から脱退した。米ゴム需要企業は

自らゴム栽培を行うべきと主張すると共に、ゴ

ム農園の取得に取り組んだ 125。さらに、前述

のごとく、パナマ、コスタリカなどで新たなゴ

ムプランテーションの購入を試みたことも、供

給者側の供給制限への対応であった。すなわち、

30 年代半ば、同社はスマトラの自社農園からの

ゴム輸出を、イギリス主導の世界ゴム供給制限

協 定 の IRRA（International Rubber Regulation 
Agreement）の対象枠から外すことを要求した

が、それが拒まれたため、供給制限地域外で新

たにゴムプランテーションの取得に乗り出し

た 126。

③限界

しかし、戦前における米タイヤメーカーの前

方統合には限界もみられた。まず、大手タイヤ

各社がゴムを自ら栽培したとはいえ、その収穫

量は各社に必要なゴムの量に比べると、一部に

すぎなかった。例えば、米タイヤメーカーの中

で最大ゴム耕作面積を保有した US ラバーです

ら、スマトラとマラヤの自社農園から生産した

ゴム量は、同社が必要とするゴム量の 20% ～

25% にとどまった 127。グッドイヤーとファイ

アストーンも、自社のゴムプランテーションか

らの供給量は自社必要量の約 1 割を満たすにす

ぎなかった 128。その結果、原料ゴムの自社栽

培にもかかわらず、タイヤメーカーはゴム価格

変動による在庫ゴム価値損失を免れず、例えば、

US ラバーのゴムプランテーションは、1920 年

代を通して、親会社の US ラバーとの取引で利

益を記録していたが、その利益によっても、

US ラバーのゴム在庫損失を補えなかったとさ

れる 129。したがって、アメリカの大手タイヤメー

カーにとって、原料ゴムの自社栽培にもかかわ

らず、外部のゴム市場の変動の影響を大きく被

る時期が続き、ゴムの外部からの調達が垂直統

合による自社農園からの調達よりはるかに重要

であった 130。

タイヤメーカーにとって、ゴム生産の自社栽

培のもう一つの限界はコストにかかわるもので

あった。具体的に、米タイヤメーカーのゴム生

産の統合はこれらのメーカーが負担する取引コ

ストや総コストの削減にはさほど貢献できな

かった。例えば、ファイアストーン社はリベリ

アのゴム農場取得にもかかわらず、微々たるコ

スト削減効果しかなかったため、恐慌期に自社
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農園でのゴム耕作を一時中止したこともあっ

た 131。コストへの貢献を高める現実的な方法

を講じない限り、ゴム栽培統合のための投資は、

統合の理由で述べたような理想的なメリットを

享受できないばかりでなく、重い財務損失をも

たらす危険性を孕んでいた 132。

こうしたゴム自社耕作の限界を傍証する例

がグッドリチの行動であった。同社は、アメリ

カの 4 大タイヤメーカーの中で唯一、ゴムプラ

ンテーションの取得や栽培を行わなかったが、

この時期、同社がそれによって被る競争力の低

下はみられなかった 133。

すでに述べたように、米大手タイヤ 4 社の中

で、前方産業の統合、つまり、販売の統合に最

も積極的であったグッドリチが、 後方産業のゴ

ム栽培の統合には最も消極的であったことは特

記に値する。同社は、ゴム内製の代わりに、再

生ゴムメーカーを買収するなど、再生ゴムの調

達、利用に積極的であった。例えば、同社は

1926 年に、再生ゴムメーカーのフィラデルフィ

ア社を買収し、再生ゴムの利用を増やした 134。

実は、1920 年代に、グッドリチに限らず、

多くのゴム需要企業が天然ゴムから再生ゴムへ

の一部切り替えを進めていた。第 1 次大戦期中

に増加し始めたアメリカの再生ゴム需要は、20
年代に急増し、19 年の 1 万 7,000 トンから 25
年には 12 万トンを超えていた。その結果、ゴ

ム消費の中での再生ゴムの比重も高まり、例え

ば、28 年には総ゴム消費の 3 分の 1 が再生ゴ

ムであり、同年、グッドイヤーの場合も再生ゴ

ムが同社ゴム消費の 37% を占めた 135。30 年代

にその比重はやや低くなったとはいえ、それで

も約 2 割の水準を維持した 136。したがって、

米タイヤ産業からいえば、自社のゴム耕作によ

る部分をはるかに上回る比重で、再生ゴムを

使っていたことになる。改めて自社耕作の量的

な面の限界が窺い知れる。この再生ゴムは、天

然資源に比べれば、価格や市況の変動が相対的

に小さく、その生産への自然の影響も小さいた

め、タイヤメーカーにとって、調達量の管理可

能な度合いが高かった。市場からの天然ゴムの

調達に比べれば、タイヤメーカーによる調達面

の組織性が高かったといえる。

そして、再生ゴムの消費が増加した重要な理

由は、天然ゴムの激しい価格変動、とりわけ、

繰り返し起こるゴム価格急騰への対応であっ

た 137。それに、「Stevenson Act」に基づく、イ

ギリスの天然ゴム供給管理の影響を小さくする

ことも、米タイヤメーカーの再生ゴム需要増の

理由であった 138。つまり、米タイヤメーカー

はゴム耕作の統合の理由と一部重なる理由で、

再生ゴムを調達、利用したのである。価格や需

給バランスの変化が激しい原料ゴムを調達する

上で、米タイヤメーカーにとって、その不安定

さを緩和するための組織性の強い行動が、ゴム

耕作の統合と再生ゴムの購入という形で表れた

のである。
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